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Ó. ∆ͯᴁΪṭ Ľ ķפ ĺĳēĵ 
 

古くから白河の関がみちのくの玄関口としての役割を果たしており、松尾芭蕉をはじめ、

たくさんの人がこの地を訪れるなど、本市は人とモノが交流する要衝の地として発展して

きました。現在でも東北縦貫自動車道や東北新幹線などの高速交通体系に加え、首都圏に

隣接するという地理的優位性を活かし、交流や企業活動が盛んに行われています。 

また、小峰城跡や南湖を中心として市街地の各所に歴史的な建造物が見られ、市街地周

辺には田園風景が広がり、豊かな自然環境にも恵まれています。 

 

近年、全国的な傾向として人口が急激に減少し、少子高齢化が進んでいますが、本市も

例外ではなく、総人口は平成12(2000)年の66,048人をピークに令和22(2040)年には48,000

人程度にまで減少することが予測されています｡ 

このうち 65歳未満の人口は、今後 20年間で 3割程度減少する一方で、65歳以上の人口

については、令和 12(2030)年頃まで増加し続け、その後横ばいとなり、令和 22(2040)年に

は総人口の約４割にまで達するものと見込まれています｡ 

また市街地では、居住人口の減少によって引き起こされる “都市のスポンジ化”※１が進

行しており、市民生活を支える都市機能※2 や道路、上下水道、路線バスなどの維持が困難

となり、生活環境の質が低下することも懸念されます。 

 

さらに、気候変動の影響により、記録的な集中豪雨や大型台風等が頻発化し、自然災害

が激甚化していることから、温室効果ガスの排出をゼロとする脱炭素社会の実現が急務と

なっています。 

 

これらの状況を踏まえ、まちづくりを進めるにあたっては、これまでの車による移動を

前提とした拡大する都市構造から、将来の人口規模や災害リスク、地球環境への影響を見

据え、歩いて行ける範囲に商店や病院、子育て施設など、日常生活に必要な施設が集約さ

れた都市構造への転換を図り、人と人とがふれあうことのできるコンパクトな市街地の形

成が求められています。 

 

このようなことから、「白河市立地適正化計画」では、市の都市計画マスタープラン※３が

掲げる歩いて暮らせる「コンパクトな都市づくり」を具現化するため、市街地においては、

住宅や都市機能の適正な立地による都市の利便性を図り、またその周辺地域（大沼・小田

川・白坂・五箇・関辺・旗宿の各地域及び合併前の行政区域である表郷・大信・東の三地

域）では、緑豊かな田園や里山を保全し、地域コミュニティを大切にしながら地域づくり

を進め、市街地と周辺地域において環境負荷のない循環型社会の構築と市民が生きがいを

持って心が満たされる暮らしの実現を目指します。 

 

  

Ħ1ǀ ⁸ǵȷɛɱȶӓǁ ⁸ǵК Ǯ ǔ᷂ȋ ǔὤǓɧɱȾɞǲ ẉǖ ǞƲẉ ǵᾛǜǱ ș ǫȷɛ
ɱȶǵȏǍǲ ⁸ǵὭ↓Ṷ̌ʤǠȒǚǯƳ 

Ħ2ǀ ⁸ ǁ ᷂ ӓ ǮǶƲᵀ ӣ ӓǱǰƲ ș ǏȒ ƵǱȳɶɑȷș ͑Ǡ
Ȓ Ǳǰș ǞǭƼ ⁸ ƽǯǞǭǋȒƳ 

Ħ3ǀ ⁸ ɜȷȽɶɕɧɱǁ⁸ Ǔ Ǡᾓ ϑȋƲǤǵὕ ǲׄǘǦȅǨǬǖȑǵ ֝ȑ ȆǱǰ
ș Ǡ⁸ ǵƼ ⁸ ƽЋ̱ǵ ǯǱȒȉǵƳ 
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Ô. ∆ͯᴁΪķľ 
Ô-Ó ⅝ Ľϖ  

GÓH ∆ͯᴁΪ⅝ Ľⱦ╚ 

歩いて暮らせるコンパクトな都市（コンパクトシティ）づくりを推進するためには、

都市機能や居住の市街地への誘導や公共交通の充実について具体的な施策を推進する必

要があります。     

また、都市の共通課題である中心市街地の活性化や空き家対策など関連する施策と一

体的に推進することも重要です。一方で、コンパクトシティを実現するためには、都市

計画マスタープランによる土地利用の方針に加え、具体的な取り組みを推進するための

制度設計が求められてきました。 

このようなことから、平成 26(2014)年に立地適正化計画制度が創設され、従来の土地

利用計画に加え、市町村が立地適正化計画を策定し、国の財政的な支援のもと、計画に

位置付けられた具体的な施策を進めることにより、コンパクトシティの実現を図ること

が可能となりました。 
 

GÔH ∆ͯᴁΪĺҊṓĨŚỎ᷆ 

立地適正化計画では、計画の区域を記載するほか、概ね以下の事項について記載する

こととなっております。 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 
 

ₑÓ ∆ͯᴁΪĽŦƣ:ź 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ħǀ ⁸ Ṕ ǁӣ Ʋ Ʋᵀ ƲǤǵ̀ǵ ⁸ᾱ̮ ǵВֿǵ ֕Ƕѫ͛ǵǦȈⱳ
Ǳ ǮǉǪǭƲ ⁸ ǵṔ ǲ ǞǖὫʦǠȒȉǵƳ 

① 住宅や都市機能増進施設※の立地の適正化に関する基本的な方針 
② 都市の居住者の居住を誘導すべき区域（本市では『街なか居住区域』とします）及び居
住を誘導するために市町村が講ずべき施策に関する事項 

③ 都市機能増進施設の立地を誘導すべき区域（本市では『都市拠点形成区域』とします）
及び都市機能増進施設を誘導するために市町村が講ずべき施策に関する事項 

④ 都市拠点形成区域に誘導施設の立地を図るために必要な事業等に関する事項 
⑤ 街なか居住区域にあっては住宅の、都市拠点形成区域にあっては誘導施設の立地及び立
地の誘導を図るための都市の防災に関する機能の確保に関する指針（防災指針）に関す
る事項など 

᷂ ӓ ӢḢ ⁸ ӢḢ 

᷂Ḣ  

ᾱ̮ӢḢ ᾱ̮ ᾚӢḢ  

⁸ ◐ ӢḢ ⁸ ᾚӢḢ  

ӣ ᵀ ǵ
⁸ ș ⁸ǵʴⱲ
ȋ Ǳǰǲ ᾚɵ
ǠȒǚǯǲȏȑƲǚȓȐ
ǵֺ ȳɶɑȷǵҧ
Ǳ ͑șᶫȒӢḢ 

 
˲֥ ᾜǵʴǲǉǪǭȉ

ʝὑǵȦɨȠǲǑǋǭ˲֥
Ὥ↓ș ǠȒǚǯǲȏ
ȑƲ ȳɶɑȷȋȱɝɣ
ɉɄȡǓ ǲ ͪǜȓ
ȒȏǍᾱ̮ș ᾚǠȀǔ᷂
Ḣ 
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Ô-Ô ᴁΪĽ˂ ĴĠ 

立地適正化計画は、都市地域における土地利用の方向性を示すものとして、市町村の総

合計画、都道府県の都市計画区域マスタープラン※に即するとともに、市町村の都市計画マ

スタープランとの調和が保たれたものでなければならないとされております。 

なお、立地適正化計画が公表されたときは、白河市都市計画マスタープランの一部とみ

なされ、以後立地適正化計画に位置づけられた具体的な施策をもとにまちづくりを進める

こととなります。 

 
ₑÔ ΐẬ ∆ͯᴁΪĽ˂ ĴĠ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
  

Ħǀ ⁸ ӢḢɜȷȽɶɕɧɱǁ ⁸ 6 ǵ 2 ǲ ὑǠȒ ⁸ ӢḢǵ ρƲ ֗ǺͪЋǵ
Ƴ 

›ὓᵊ

ӽ ←ὓᵊ

ḕẽṁ ὓᵊ

⁯ ὓᵊ

ϙϣΜ ›

῝Ặῖ Ἱ ὓᵊ

Ộ ọ ӽ ὓᵊ

ᴟὓᵊ

χṁ ὓᵊ

ὂḢὓᵊ

ᾰχ ẉό ᶨ τ
ḩβϥὓᵊ

ᾤ χ ◕ὓᵊ
ˢ ӽʾ῝ה ˣ

῀
τ

ὀ
ʾ

›

ῢᾚ τϢϥⱱ
ᴦ σ ӽּזᵓχ 

ⱱ ᴦ σ῝Ặῖ
χ 

←ᵲχ ᵲχὖᾚτϢϥ
ᵓזּ χӲⱱ

ḕẽ ϒχṁ σ ΰ

◕ӽτΣΪϥ χ
ṁ σ ΰ

◕ ӽτΣΪϥ
χ ΰ

Ộχ ọτΣΪϥ
ΰ

◕ὓᵊЫІЌ˔Фжр

◕ὓᵊЫІЌ˔Фжрχԁ ρϙσήϦϥ
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Ô-Õ ᴁΪĽ Ῠ֜˞ 

立地適正化計画の対象区域は、都市計画区域※１全体（25,223ha）とします。 

なお、白河市都市計画マスタープランでは、用途地域※２に指定されている市街地を有効

に活用し、計画的かつ効率的な土地利用を図る一方で、市街地周辺の田園や里山などを保

全し、無秩序な市街化の抑制に配慮することとしています。 

このため、住宅や都市機能の立地の適正化を図る実質的な対象区域は、都市的土地利用

の進む主に用途地域の指定のある市街地及びその外縁部が中心となります。 

 
ₑÕ ΐẬ ∆ͯᴁΪĽ Ῠ֜˞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
Ħ ǀ ⁸ ӢḢǁ⁸ ᷂ǒȐ Ẇǵ ᷂ǲ ȒȅǮƲʝ̱ǵ ⁸ǯǞǭ ֻ ǲ ρƲ ֗ǺͪЋǠȒⱳ

ǓǉȒӢḢǯǞǭ ↑ Ǔ ὑǠȒӢḢƳ 
Ħ ǀ ᷂Ḣǁ ⁸ ǵ᷂Ḣ᷂ӢǵǹǯǫǮƲ̮ ᾱƲT Ʋ› ǱǰẎ ǯǞǭǵᶽ᷂ѫ șὑȈƲǒǫƲ
Ǥȓǥȓǵ᷂ḢǲǑǋǭ┴ǭȐȓȒ┴ ǵ șѰ ǠȒǚǯǲȏȑƲ ẺǱ̮ᾱ ṑȋ˗
ṑș ͪǞȏǍǯǠȒȉǵƳ 
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Õ.δᴒĨňĜΞ ķōİĴĞřĽ ⁯ 
 

本市の都市の状況や、事前に行った市民･事業者等のアンケート結果などを踏まえると、

今後以下のような課題に対応したまちづくりを進めていく必要があります。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

⁸ ⁸  

Ʒ˲֥ ᾜȋᾜἧ ӓǵ  

Ʒ⁸ ᷂ ˲֥ ʴ᷂Ӣ ǵ ẎƲ˲֥Ὥ↓ǵ̭ʤ 

Ʒ ǔὤɵ ǔ᷂ǵṔқǲ̢Ǎ ⁸ǵȷɛɱȶӓ 

Ʒ ὡǵ ɵ ӓǲ̢Ǎ ὡɨȷȭǵṔқ 

̀ ˗ Ḍ
◙  

Ʒ⁸ ǵ ҲẀὦ ẆїǠȒ ɵ ̝ɵ

ḹ ǵẀӓ  

Ʒ ⁸ǵ Ὥǿǵᾍꜘ 

 

˗  ׄ
 

Ǆᵀ ǅ 

 Ʒ ḹǓ ͪǮǔȒǚǯ 

 Ʒ Ҳ ǮȠȭȹȷǞȋǠǋǚǯ 

Ǆӣ ǅ 

 ƷЏВ˧ ǵȠȭȹȷרǓȏǋǚǯ 

 Ʒ ḹǓ ͪǮǔȒǚǯ 

Ǆ˺ ɵἧ ǭ ǅ 

 Ʒ ὡǵӾ  ǓᾜǱǋǚǯר

Ʒⅎǋᶽ᷂Ǔ ͪǮǔȒǚǯ 

⁸  ׄ
 

 Ʒ ὡǵӾ  Ṷ̌ǋǚǯר

 Ʒ Ƶǵ ǋ ǓǮǔȒↄǓ ǋǚǯ 

 Ʒ ɵ Ǔ ǖǲǉȒǚǯ 

 Ʒ ὤ ɵЏВ˧ ǵ͛Ǔ ǋǚǯ  
 

 
Ʒ ǔὤɵ ǔ᷂ ǵṔқ 

Ʒ Ǳᵀ ɵӣ ǓǱǖǱȒ  

 

 
⁵ᶅᵂᾶ ᾶẪ᷈ ͯἎγ ͒ ẬѾ ˓ổ

 

 Ậ ͯ ͒  

 
ᶀӡᵺ ˓ổ ὢỸ ₑ Ậ −Љ ằ

 

 ᴍ₀ ͯ ṉϓ Ậ ʸ☺ ϯ  

 
ᴡ˞ ⁵ᶅ ὶ Ѕ Ό

 

 ‫ −Љ Ủ ⁮  
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⁵ᶅᵂᾶ ᾶẪ᷈ ͯἎγ ͒ ẬѾ ˓ổ

 

本市の人口は、平成 12(2000)年の 66,048人をピークに減少し続けています。市民の

日常生活を支える都市機能やサービスは、一定程度の利用者によって維持されること

から、人口が減少することによって既存の都市機能やサービスが維持できなくなり、

更なる人口減少を招くおそれがあります。 

このため、市街地や公共交通の利便の高い地域への居住の誘導や若者の地元定着を

図るとともに、進学や就職などにより故郷を離れた方や市外からの移住者を積極的に

呼び込むなどにより、市街地での居住を促し、都市機能の利用者を増加させる必要が

あります。 

 

 

〇 既存の都市機能を維持するため、都市機能周辺の人口密度を高めます 

〇 新たな都市機能が立地しやすい環境を整えるため、規制の緩和を検討します 

〇 商店や病院、子育て施設など、日常生活に必要な施設が集約された都市構造への転

換を図り、歩いて暮らせる人にやさしいまちづくりを進めます 

〇 総合計画やみらい創造総合戦略を踏まえた効果的な施策を実施します 

 

 

 Ậ ͯ ͒  

市街地では、空き家や空き地が増加していますが、防犯・衛生・景観など住環境への

影響が大きく、今後都市のスポンジ化が進行することにより、更なる人口流出が懸念

されます。 

このため、空き家や空き地を適正に管理することによって住環境を保全しつつ、住

宅が建てやすい環境を整備することにより、住宅の新築や中古住宅への住み替えを促

進する必要があります。 

加えて、防災まちづくりや防犯の強化、景観・美化の向上を図り、暮らしやすいまち

づくりを目指すことも重要です。 

 

 

〇 空き家や空き地の適正管理や有効利用を促進します 

〇 住宅が建築しやすい環境を整えるため、規制の緩和を検討します 

〇 居住の魅力を高めるため、防災まちづくりや防犯の強化を図るとともに、景観・美

化の向上について地域ぐるみで推進します 

〇 国道 294号白河バイパスの開通により、街なかの通過交通が排除されることから、

居住者が安全に安心して歩いて暮らせるまちづくりを進めます 

  〇 城下町として町割りや風情を守り、誇りと愛着のあるまちづくりを進めます  
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 ᴍ₀ͯ ṉϓ Ậ ʸ☺ ϯ  

 

 

 
ᶀӡᵺ ˓ổ ὢỸ ₑ Ậ −Љ ằ

 

現在多くの市民は自動車によって自由に移動することができますが、学生や運転免

許証を返納した高齢者など自動車を運転できない方々にとって、公共交通は通院や通

学など日常的な活動を支える重要な移動手段です。 

公共交通の問題は、いずれ高齢者となる市民全体の問題であり、歩いて暮らせるま

ちづくりを進める上で最も重要な課題の一つであります。 

このため、公共交通ネットワークの維持・充実を図ることにより自動車に過度に依

存しない社会の実現を目指しつつ、社会情勢の変化に対応した公共交通の検討を進め

る必要があります。 
 

 

〇 都市機能が集積する市街地へのアクセス性や回遊性の向上を図ります 

〇 現状では対応しきれない移動需要に対し、既存の公共交通を補う新たな移動サービ

スを検討します 

〇 移動手段を持たない、あるいは移動に制約がある方に対しては、利便性の高い市街

地への住み替え等を促進します 

〇 リモートなど移動を伴わない市民生活サービスの提供を推進します 

〇 高齢者や障がいのある方も、安心して暮らせるよう IoT※１を活用したモビリティサ

ービス※２の導入を検討します 

 

 

 
 

昨今、全国的に記録的な豪雨や大型台風などの自然災害が頻発・激甚化しており、

本市においても令和元（2019）年に発生した台風 19号により甚大な被害を受けていま

す。 

今後も自然災害の発生が想定される中で、市民の安全な暮らしを確保するためには、

最新の災害リスク情報を収集し、発生頻度や被害規模、地域特性等の分析を踏まえ、

必要とするハード・ソフト事業を進める必要があります。 

また、異常気象の原因でもある地球温暖化を抑制する観点から、温室効果ガスの排

出をゼロにする脱炭素社会への転換を図ることが不可欠です。 
 

 

〇 中長期的な防災の視点から災害リスクの高い地域での開発行為等を抑制します 

〇 災害リスクの高い地域に立地する公共施設等について、安全な地域への移転等につ

いて検討を進めます 

〇 市民への啓発活動などにより防災意識の向上と地域防災力の強化を図ります 

〇 ＣＯ２削減の取り組みとして、公共交通ネットワークの維持・充実やグリーンスロ

ーモビリティ※３などの導入を検討します 

  

Ħ ǀIoTǁƼɠɌƽǓȢɱȽɶɋɁɆǲ ǜȓƲ Ḹ˧ ǠȒǚǯǲȏȑ ˛ǲѰⱣǠȒ˿ ȆƳ 

Ħ ǀɠɑɨɄȡȳɶɑȷǁ Ҳ ǲȏȒ Ҳɵ ȳɶɑȷƳ 

Ħ ǀȮɨɶɱȷɫɶɠɑɨɄȡǁ 20km ǮЏ ș ȒǚǯǓǮǔȒƲ Ҳ ș ǞǦᾛǜǱ
ҲȳɶɑȷƳ 



- 8-  

 

 

 

 ᴡ˞ ⁵ᶅ ὶ Ѕ Ό  

圏域に居住する住民の通学や買い物、通院の動向を見ると、周辺町村から本市へ向

かう流れが目立つ一方で、通勤については、圏域内で相互に人が移動しており、圏域

全体での強い結びつきが伺えます。 

結果として、本市に立地する国・県の施設や大型商業施設、二次救急医療機関※など

比較的規模の大きな都市機能は、圏域に居住する住民全体の生活を支える一方で、圏

域に居住する住民がこれらの施設を利用することにより施設（経営）を支えることと

なり、住民と都市機能は相互に依存する関係にあります。 

このため、規模の大きな都市機能は、住民を繋ぎとめるいわば『防波堤』の役割を果

たしており、その維持を図ることが、本市のみならず圏域全体の人口流出を抑制する

上での重要な課題となっています。 
 

 

〇圏域住民の日常的な生活を支え、また働く場として地域の雇用も支える役割を果た

す比較的規模の大きな都市機能の維持を図ります 

〇本市への移住・定住や若者の定着が図られるよう都市機能の利便性向上を図ります 

 

 

 ‫ −Љ Ủ ⁮  

新型コロナウイルス感染拡大を契機に、主に働き方やライフスタイルなど、従来

の価値観が変わりつつあり、事態の長期化が予想される中、テレワークや電子商取

引、リモート診療など遠隔によるサービスが普及し、本社機能の移転や地方への移

住など「都市の過密」を回避する動きが進んでいます。 

人口減少社会に対応するためにも、「暮らす場」としての魅力を高め、新しい生活

様式を取り入れようとする移住者や若者の定住を促進する必要があります。 

 

 

〇新たな生活様式を踏まえたまちづくりを進めます 

〇遠隔によるサービス等を活用することにより都市の課題解決を図ります 

〇人口減少社会に対応するため、新しい生活様式を取り入れて活動しようとする市外

の企業や移住者の受け入れを促進します 

 

  

Ħǀ˘ ӣל ǁ᷂Ḣǵ ǓȮɩɶɕșǫǖȑƲ ѰǮ̜ Ʋẋ ǲ ל ș֞ǘЊȓǭЊ
ș Ǎӣ ƳԍѸǯǞǭѧ ӣל ǒȐǵ ș֞ǘЊȓȒȉǵƳ 
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Ö. Ľ ∆ͯĺїĨŚѯ Ĺ ⁯ 
Ö-Ó ὡ œ ẬѾ Ľ Ľ ∆ͯĺїĨŚ ᶆ↑ 

本市は、現在の土地利用の状況から、市街化が進む中心市街地とその外縁部の「中心地

域」とその周辺に位置する「周辺地域」に区分されます。 

中心地域には、白河駅及び新白河駅を中心にそれぞれに異なる都市機能が集積しており、

立地する都市機能の性質から二つの核が形成されているといえます。この他、白河中央ス

マートＩＣ周辺には白河厚生総合病院などの比較的大きな医療施設が集積しています。 

このため、本市では、白河駅及び新白河駅周辺の地域に白河中央スマートＩＣ周辺の地

域を加えた「２核＋１」の範囲のうち、用途地域の指定のある地域を対象として住宅や都

市機能の立地の適正化を進めることとします。 

なお、農業を中心とする周辺地域では、田園や里山など身近な自然を保全し、地域コミ

ュニティを大切にしながら、魅力ある地域づくりを進めることとします。 
 

ₑ  ΐẬ Ậᶣַא ⁯ 
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Ö-Ô ẬѾ Ľ  Ӳ 

本市の都市機能は、白河駅周辺においては行政施設や文化施設、小規模な商業施設が、

新白河駅周辺においては国道 289号の沿道を中心に大規模な商業施設のほか、診療所や保

育所などが立地しています。また、白河中央スマートＩＣ周辺は、医療施設が集積してい

ます。 

このほか、行政センターを中心として幼稚園や保育所、郵便局などがあり、幹線道路の

沿道にコンビニエンスストアなどの商業施設が立地しています。 

表郷・大信・東地域については、庁舎を中心に診療所や福祉施設、幼稚園、保育所、図書

館、郵便局のほか、ドラッグストアやコンビニエンスストア、スーパーマーケットなどの

商業施設が立地しています。 

 
ₑ  ẬѾ  Ӳ 
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᷂Ḣӣ ḸȵȷɄɞ ӣ₉̝ Ʋ Ῥ ˺ ͪ Ὑ HPƲЋᶮẎḌᾛṸↄ 2018 ƲȽȤɱɘɶȶƲ

⁸   

᷂ḢʴⱲ  

Ẏ᷂ͬḢʴⱲ  ᷂ḢʴⱲ  

᷂ḢʴⱲ  
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Ö-Õ ẰĨňĜ ẬĽḕϫᶣַא 

コンパクトシティの実現を図るため、市街化が進む中心地域の「２核＋１」周辺と農業

を中心とした周辺地域との位置関係を踏まえ、目指すべき都市の骨格構造を明らかにしま

す。 

白河駅周辺は歴史的建造物や文化施設など地域資源が豊富で市民や観光客等の交流拠点

となっていることから「文化・交流核」とします。また、新白河駅周辺は、新幹線が停車し

在来線の始点・終点となっており、市民の買い物を支える商業施設が集積していることか

ら「交通・商業核」とし、この二つの核を「都市拠点」とします。 

また、白河中央スマートＩＣ周辺は、白河厚生総合病院などの二次救急医療機関が立地

していることから、これを「医療拠点」と位置づけ、相互に連携することにより一体化を

図ります。 

表郷･大信･東地域の三地域は、「地域生活拠点」と位置づけ、都市拠点との結びつきを強

化します。 

なお、大沼・小田川・白坂・五箇・関辺・旗宿の各地域や地域生活拠点内に点在する集落

については、小規模対応の交通サービスによって「地域内ネットワーク」を形成し、都市

拠点との結びつきを強化します。 

 
ₑ  Ằ Ậ ḕϫᶣַא 
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Ö-Ö Ľ ⁯ 

白河市都市計画マスタープランでは、「過去から引き継いできた土地をよりよい状態で

未来の子供達に残す」ことを土地利用の方針として位置付けており、歴史ある市街地を商

業地や住宅地として活用し、交流や賑わいを促進するとともに、周辺地域の田園や里山

は、できるだけそのままの姿で将来に引き継いでいくこととしています。 

これらのことを踏まえ、ここでは白河市都市計画マスタープラン第５章「都市づくりの

方針～全体構想～」をもとに、今後の土地利用の基本的な考え方等について整理します。 

 

GÓH •ẬϚ  
400年の歴史と文化を再認識し、中心市街地の魅力やにぎわいを取り戻すとともに、リ

ングロード※や国道 294号白河バイパスを活かした魅力ある拠点づくりを行います。 

また、圏域の中心的役割を担う都市として古くから発展してきた産業や交通基盤等に

よって都市の魅力を高めます。今後は景観に配慮しつつ、商業・業務・都市サービスな

どの都市機能の集積や住宅地として土地の有効活用を図ります。 

 

GÔHḊ Ö᷿̼▬G ΐ ͏ŻƠ:ƊäÞἾ H 
現在、白河中央スマートＩＣを中心に医療施設が集積しており、国道４号４車線化や

国道 294号白河バイパスの供用開始によって土地利用の需要が高まることが予測される

ことから、計画的な市街化を促進するため、今後の土地利用動向を見据え、用途地域の

指定について検討を進めます。 

 

GÕH ᵘҷł ᵘἾ Ľ ˞ 
① 国道 294号白河バイパス以東 

南湖及び南湖周辺の地域は、第一種低層住居専用地域の指定に加え、国史跡や風致

地区、県立公園の特別地域、景観重点区域の指定があり、引き続き豊かな自然環境の

保護、保全及び歴史的資産の有効活用を図ることが重要です。 

今後、市が策定した「南湖の保存及び利活用に関する計画」をもとに住民との対話

を十分図りながら、適切な土地利用を進めます。 

 

② 国道 294号白河バイパス以西（東大沼、西大沼地区） 

いわゆる南湖上流地区は、本市の優良農地として農業振興に大きく寄与しているほ

か、南湖一帯の自然環境や景観を形成する重要な区域として、南湖及び南湖周辺の地

域に準じた土地利用を進めます。 

一方で、国道 294号白河バイパスの整備により、白河中央スマートＩＣや国道４号

とのアクセス性が向上し、都市的な土地利用の需要が高まることも想定されます。 

このため、農林部局との連携の下、優良農地の保全を図りつつ環境や景観、防災な

どの多面的機能を維持することを基本として、今後のあり方については、無秩序な開

発を抑制し、社会情勢の変化に対応した土地利用を検討します。この場合、住民との

対話を十分に図るものとします。 
 

GÖH Ὴ$ ṛ ֜Ľˢ  
ミニ開発等が進む大沼・白坂地区の一部エリアについては、今後も無秩序な市街化を

抑制する必要がありますが、既に多くの住居があることから、農林部局との調整の下、

公共施設の整備や公共交通ネットワークの強化により、将来的には鉄道駅を中心とする

都市拠点の形成を推進することも考えられます。    

ĦǀɨɱȮɫɶɇǁ ⁸ ɜȷȽɶɕɧɱǲǑǋǭƲ ⁸ǲǑǘȒ˧ ǵᶥ ǯǞǭ̬ ǬǘȐȓǦ⁸
᷂Кșⱦ ǠȒ Ƴ ⁸ Έ ֗Ǻ Ў șǋǍƳ 
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×. ẬѾ ęŗłӌὡĽѯ Ĺᶳė  
GÓH • ˞Ľƀ:Ƶ¤ 

都市機能および居住の誘導先として、中心地域のゾーン内に立地する白河駅と新白河

駅周辺に都市拠点形成区域を設定し、圏域全体に求められる高レベルな都市機能の立地

を維持するとともに、当該区域とその周辺に街なか居住区域を設定し、都市機能の維持

に必要な居住を誘導します。 

中心地域のゾーンは、既に多くの都市機能が集積しているものの、空き家や低未利用

土地※２が増え続けています。これは人口の減少に加え、地価が高いことで土地・建物が

流動化しにくいことが要因として考えられます。 

このため、市街地へ居住誘導は、低未利用土地の利用促進や住宅が建築しやすい環境

の整備、都市の魅力向上など、具体的な施策により人口密度を高める必要があります。 

昨今の低未利用土地の増加と少子高齢化という課題を解決するためには、中古住宅等

既存ストックの活用を進める必要があるため、例えば、各地域の特徴により「街の色分

け」を行い、ライフステージに合わせた住み替えを促進することも考えられます。 
 
 

ₑ  ͒ ӌὡ ˢ  
 
 
  

 

 

 

 

 

 

 

  

白坂駅 

新白河駅 

白河駅 

ʫ̈ Ҳ

 

〇鉄道が利用しやすく便利 

〇商業施設や飲食店が近接して

おり暮らしやすい 

〇首都圏への移動が容易でビジ

ネスに適している 

 

〇閑静なたたずまい 

〇歩ける範囲に都市機能が充実 

〇コミネスやりぶらんがあり、 

文化・芸術活動に適している 

̮  

〇道路や住宅などに空間的なゆとりがある 

〇子供が遊べる公園が多い 

〇新幹線駅や大規模商業施設に近い 

Ħ ǀʴⱲ᷂Ḣǵȼɶɱǁ ⁸ ⁸ ɜȷȽɶɕɧɱǲǑǋǭƲŪȱȠȼɶɱƲūȍǯȑ⁸ ᷂ȼɶɱƲŬ
᷂Ḣș ǏȒ ȼɶɱǒȐǱȒ⁸ʴⱲ᷂ḢǵȦɨȠƳ  

Ħ ǀ̭ ѫ ᶽ᷂ǁᾱ̮ǵ Ʋ˗ ǵ Ǥǵ̀ǵ ǲѫ ǜȓǭǑȐǡƲ֕ǶǤǵѫ ǵ ↓ǓǤǵק ǵ
᷂ḢǲǑǘȒֿʝǵ ǞǖǶǚȓǲ ǠȒ ǲѫ ǜȓǭǋȒᶽ᷂ǵѫ ǵ ↓ǲ ǞƲ ǞǖҜǪ
ǭǋȒᶽ᷂Ƴ 
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GÔHἾ ˞Ľƀ:Ƶ¤ 

市街地の周辺地域（大沼・小田川・白坂・五箇・関辺・旗宿の各地域及び合併前の行政

区域である表郷・大信・東の三地域）においては、地域の課題に対応した特色ある地域

づくりを進めるため、農業の振興を図りつつ、移住・定住の促進や高齢者に対する支援

等（P28・29を参照）を推進します。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 
     

Ħǀק ᷂Ḣǵȼɶɱǁ ⁸ ⁸ ɜȷȽɶɕɧɱǲǑǋǭƲŪ ǯ ǵὑ̮ȼɶɱƲū Ǽȓǉǋȼɶ
ɱǒȐǱȒʴⱲ᷂ḢǵȼɶɱǵẆ ǵȦɨȠƳ 

ẬϚ Ἶ ̴ Ẉ ⁬֕ ỡ◦ ᾠ ẬϚ ⁮

ӡּק ⁮  

 

 ᶽ᷂ѫ Ḩ  

ὡ ש  

̴ ‭ ˅ ỡ◦ ⁪ ͬ −Љ ˞ −Љѯ  

↔ ₑ  

Ậ וֹ Ẉֹו ᵺ ⁮אָ Ԅ ↔ ͮ ·

· Ὧ ἇ ỡ◦ ᴻ ẚ♯ + ˞

Љ ˓ổ  
 
ᾬԃש  

ἒἎγ ᾬ ₲ ᾶ ´−Љ ᾬԃѾ

˓ổ ₑ ↑ ᶆῲ Ằ  
 
ᶏԃש  

ΐ ͏ ╚ ᴱ їגѾї ע Ӫͯ Ѫ

ԃ ᶟ ₢⁮  

ԃאַ∟ ῾ ẏԃ ᴮӃϋ Ẵ╚ ‫ ể ᶓ

ὀԃ Ὼ ◑ Ề +  

ᶏԃש ἎγתṈ῾⅞ ͯ Ḛᵭ ϋ ᶆ Щʼ

їגѾї ӣҡ ѻ ѐ ᶆ↑ ᴩ

 
 
ỡ◦ש  

̴ Ậ ╕ ẏԃѯ уӨ ☺ ṉῲ Ὣ

Ѕ Ԅ ↔ ₑ ᾳ Ԇ ☺

̘  ᴙ ᶋ ӌὡуӨ ϯ ₑ  

ԃἐ ᷈ ͯ ᵭװἐ טּ ╕ ԃẴṭ ϋ ˰ נּ −ẏ

ѯ ϯ ẬϚ Ἶ ᶓ ᴾ פ Ἡ  

− ש ˟ уӨ Ѕ ˿₣ ͮ₣ ᶥ₣

ṉ ╕ Ѕ Ό  

 

 ᶽ᷂ѫ Ḩ  
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Ø. ẬѾ š ĨŚ֜˞ 
Ø-Ó Ậӏ ╚Ľ˞֜→כ Ľѯ Ĺᶳė  

本市は、Ｐ１４「都市機能及び居住の基本的な考え方」に基づき、白河駅及び新白河駅

周辺を中心に都市拠点形成区域を設定し、都市機能の維持・誘導を図るものとします。ま

た、医療施設が集積する白河中央スマートＩＣ周辺については、用途地域の指定がないこ

とから、都市拠点形成区域の医療機能を補う任意の拠点として位置付け、市内及び圏域全

体を支える高いレベルの都市機能を維持します。 

 
ₑ  Ậӏ Ľ˞֜→כ ˅Ľᶳė G ΐ̬Ἶ H 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ƨ Ӕζ К ǲǶẉǖǵ Ǔ
ǞǭǑȑƲ˹♥ȉǚȓȐǵ ǵ ᷂
ș ǞǭǋǖǚǯǓ ȅǞǋ 

Ӕζǵ КȦɨȠǲǫǋǭȉ ⁸
◐ ӢḢǲדȈȒƳ 

ʴⱲ⁸ ᷂ ӓḨר К ӭ♄ 800m ̊К ̏ ᷂

◐᷂ Ӣѝ ᶪ Ḩ ӢḢ ὑ 

ᾱ̮ӢḢ ♥ ד Ẇ  

Ḩ  

 

 

 

 

᷂Ӣ  

Ʒ ɵ ӓ ǵẉ Ǳ Ǔ ƲǚȓȅǮȉǚȓǒȐȉ ⁸ǵʴⱲǯǱȒȦ

ɨȠǮǉȒ 

Ʒ֦ǖǒȐǵḜʤ Ǯ Ͻɵ˧ ǵ ǯǞǭȉ Ʋ ̝ǵẀӓǲꜘǟǦẉ Ǳϐǔ ȋ

ȐǞ ǵ֞ǘ ǯǱȒ֯  ǓǉȒר

ƷƼ ʴⱲ⁸ ᷂ ӓḨר ̑ ǲḨǬǖȅǨǬǖȑș᾽ ǠȒ 

Ʒ˹♥ǵ ̝ǵẀӓǲꜘǟǦẉ Ǳϐǔ ȋ ȐǞ ǵ֞ǘ ǯǱȒ֯  ǓǉȒר

 

ƨ ӭ♄ 800m ᶪ 
ɵ Ɏȷǵ˧ ǯǱǪǭǋ

Ȓ ǒȐǵĝ♪ ᶷĞ ӭ♄ 800m
ǵ ᶪșḨ ǲ ǏȒƳ 

ƨʴⱲ⁸ ᷂ ӓḨר ӢḢ 
⁸ ǵ ɵ ᾚșᶫǪǭǋǖ

ʣǮǶ ѝ ǯǵ ȉ ǮǉȒǚǯ
ǒȐƲƼ ʴⱲ⁸ ᷂ ӓḨר
ƽǵӢḢКșḨ ǲ ǏȒƳ 
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ₑ  Ậӏ Ľ˞֜→כ ˅Ľᶳė G‫ ΐ̬Ἶ H 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ø-Ô Ậӏ Ľ˞֜→כ ˅ 

都市拠点形成区域は、都市機能の集積状況や鉄道駅からの徒歩圏などを考慮しながら白

河駅周辺については約 76.8ha、新白河駅周辺については約 75.0ha のそれぞれの範囲を合

わせた約 151.8ha（用途地域面積 1,482haの約 10.2％）の範囲に設定します。 

なお、区域が道路や河川などで区分される箇所については、区域外側の道路端等を区域

界としています。 
 
 

ₑ  Ậӏ ˞֜→כ ˅ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ק  

75.0ha 

ק  

76.8ha 

᷂Ӣ  

Ʒᶮ 289 ֵ ǮǶƲ ᵀ ᷂Ḣ ˘ ̮ᾱ᷂ḢКǲẉ ǵᵀ Ǔ ǞǭǑ

ȑƲ⁸ḢɵᶷḢЋ̱ǵ ș ǏȒǯǯȉǲƲ ⁸ Ҙǵ ǱǰǲȉὫʦǞǭǋȒ 

Ʒ ᵀ ᷂ḢКǲǫǋǭʝ ǲ ᷂ Ǔ ȒȉǵǵƲ ǦǱ Ǔ ᷂ǠȒ̵᷂Ƕ ὑ

ǮǉȒʝ ǮƲ ˘ ̮ᾱ᷂ḢКǲǫǋǭǶ ȅǯȅǪǦ̭ ѫ ᶽ᷂ǓἭ᷀ǠȒ 

Ʒ ק ǮǶƲᵀ ᷂Ḣɵ ˘ ̮ᾱ᷂ḢКǲὁ᷂ȋ ḹǱǰ ȅǯȅǪǦ̭

ѫ ᶽ᷂ǓἭ᷀ǠȒ 

 

Ḩ  

 

 

 

 

ƨᵀ ᷂Ḣ ᵀ ᷂Ḣ ˘ ̮ᾱ᷂Ḣ ᶪ 
 ȅǯȅǪǦ̭ ѫ ᶽ᷂Ǔ ǪǭǋȒȉǵǵƲẉ ǵᵀ ᷂ḢǓ ǞǭǋȒᵀ
᷂Ḣɵ ᵀ ᷂Ḣ֗Ǻ ˘ ̮ᾱ᷂Ḣǵ ᶪșḨ ǲ ǏȒƳ 

ק ᵀ ᷂Ḣ ˘ ̮ᾱ᷂Ḣ֗ ′ ζ ᵀ ᷂Ḣ ˘
̮ᾱ᷂Ḣ ᶪ Ḩ ӢḢ ὑ 
► ᾱ̮ӢḢ ♥ ʝὑ ˲֥
ͪ ד ḹ ᾱ̮ӢḢ Ẏ  
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Ø-Õ Ậӏ ĺ˞֜→כ ĨŚẴ╚ 

都市再生特別措置法に基づいて都市拠点形成区域に誘導する施設は表 1 に定義したとお

りです。今後これらの施設を区域外に整備する場合や既に区域内に立地する施設を休止又

は廃止する場合は、届出が必要になります。 
 

Ó Ậӏ ĺ˞֜→כ ĨŚẴ╚ 
 

ᾚ 

 
ᾚ ǵ  ǵὑ  

ӣ  

 

Ʀ ֻ Ǳӣ ȳɶɑȷ ˘ ӣ ș֞ǘȒǚ
ǯǓǮǔȒ   
͈  

Ʀӣ 1 ǵ 5 ǲ ὑǠȒ  

ᵀ  

 

Ʀẉ ǱɉɶȸǲᾍꜘǞǦ ǋ ɵ ˗ș ͑Ǡ
Ȓ  
͈ ȵɥɁɒɱȮɠɶɩƲɅɏɶɆ 

Ʀ⅛ ǵֻ Ǔ 3,000 ʚ̊ʣǵↄ
 

 

 

Ʀβ∆Ṕ ǲ ǠȒ ᾚɵ ǵ ֥ȋ Ҳǵ
ǯǱȒ  
͈ ͪβ ƲͪβȹɱȽɶ 

Ʀ᷂Ḣͪβ 5 ֗Ǻ 18 ǲ
ὑǠȒ Ǥǵ̀ǵβ∆Ṕ ǲὫʦ
ǠȒ  

Ʀ ἧβ∆ǲ ǠȒ ᾚɵ ǵ ֥ȋ Ҳǵ
ǯǱȒ  
͈ ἧ ǭ ȹɱȽɶ 

Ʀ ἧͪβ 22 ǲ ὑǠȒ
Ǥǵ̀ǵἧ ǭș ǠȒ  

Ʀ ̝ ȋЃ ǵṔ ǲ ǠȒ ᾚɵ
ǵ ֥ȋ Ҳǵ ǯǱȒ  
͈ ˗ҵ ƲЃ Ʋᾜ₴ȹɱȽɶ 

Ʀ ̝ 14 ֗ǺЃ
12 ǲ ὑǠȒ Ǥǵ̀ǵ

̝ ȋЃ ǵṔ ǲὫʦǠȒ
 

˧  

 

Ʀ˧ ǵ ǯǱȒ  
͈ ⁸ ˧ ȹɱȽɶƲ ˧ ȹɱȽɶ 

Ʀ⁸ ǵ˧ ȋ ǋǵḹǯǞǭʴⱲ⁸
᷂ǲǕȖǋșҍїǠȒ  

 

 

Ʀ⁸ǵʴ Ǳ  
͈ ⁸☻ ⅍ Ǥǵ̀ǵ  

ƦᶷḢǵʴ Ǳ ɵ  
͈ ᶮ֕Ƕ ǵ ǵ  

   ǵ᷂Ḣǵʴ ǯǱȒ ↄ 

Ʀ̮ ȳɶɑȷ ș ͑ǠȒǦȈǵ
֥ș ǠȒʴ Ǳ  

 
ₑ  ΐ̬ ‫ ΐ̬Ἶ Ẵ╚  Ӳ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  



- 19-  

Ù.ӌὡš ĨŚ֜˞ 
Ù-Ó ϚĹĚӌὡ֜˞Ľ╚ Ľѯ Ĺᶳė  

都市拠点形成区域内に立地する都市機能やサービスを維持するためには、都市機能周辺

の人口密度を高め利用者を増やす必要があるため、街なか居住区域については都市拠点形

成区域とその周辺に設定することを基本とします。 

また、二つの駅の徒歩圏から離れた場所であっても、公共交通の利用によりアクセスが

容易であれば、利便性の高い暮らしを営むことができることから、公共交通の沿線上のあ

る一定区域についても設定の対象として考えられます。 

この場合、市街地において災害リスクが比較的高いとされている地域については、ハザ

ード情報の分析や、災害の発生頻度又は被害想定などを勘案する必要があります。 

これらの要素を踏まえ、主に次の（１）から（４）に掲げる場所を基準に、街なか居住区

域を設定するものとします。 

 

GÓHSÔϬYÓTĺᶀӡᵺ ĹĸĶŤűŽŻĦœĨēῺᾒ 

「２核＋１」に公共交通などでアクセスしやすい場所としては、鉄道やバスからの徒

歩圏を考慮して、「①鉄道駅から半径 800ｍの範囲」および「②運行便数が多いバス路線

から幅 300ｍの範囲」を街なか居住区域に設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

ɋ ̬ĚŘ ל 800ĂĽ ˅ 

市内の鉄道は一定程度運行しており、比較的高い利便性が確保されていることから、

駅周辺の地域からは「２核＋１」に比較的容易にアクセスすることができます。 

このため、用途地域内に位置する鉄道駅（白河駅・新白河駅）から半径 800ｍを「２

核＋１」に公共交通などでもアクセスしやすい場所として設定します。 

 

Ɍ ̓ᶺ ₲ěֿפēƒŻ ▬ĚŘ 300mĽ ˅ 

本市の用途地域内を運行するバス路線は白河駅・新白河駅の両方、または、いずれ

か一方を経由することから、一定以上の頻度でバスが運行されていればその沿線地域

からは「２核＋１」に比較的容易にアクセスすることができます。 

平成 30（2018）年 3月に策定された「白河市地域公共交通網形成計画」では、バス

の運行本数が 7 便／日以下の地区を「公共交通不便地区」としていることから、ここ

では 8便／日（平日）以上運行しているバス路線から幅 300ｍを「２核＋１」に公共交

通などでもアクセスしやすい場所として設定します。  

ƦƼ ⁸ ǵ ͔ǲ ǠȒɍɱɇɔɁȭ ₳ 26 2014 ₴ 8  ᶮᶽ˧ ƽǮ

ǶƲ ǒȐ 800m ƲɎȷαǒȐ 300m ș♪ ᶷǯǞǭ ὑ 

ƦǱǑƲɎȷαǲǫǋǭǶ ǲ Ȁǭ˲֥ ȋ ᷂ǵẀӓǱǰǲꜘǟǭ ȋ

Ǔ ὦ ǮǉȒǚǯǒȐƲ ⁸ǲǑǋǭǶƼɎȷ ǒȐ₦ 300m ƽș♪ ᶷ

ǯǞǭ ὑ 

ЏВ˧ ♪ ᶷ  
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GÔH ᶋĹὡуӨěϯ ĤśĮῺᾒ 

良好な住環境が確保された場所として、用途地域の指定のある地域に街なか居住区域

を設定します。 

設定にあたっては、「都市計画運用指針（国土交通省）」に示される“居住誘導区域に

含まないこととすべき区域”等の考え方も踏まえて、居住の環境として適さないと考え

られる表２に掲げる場所は「街なか居住区域」から除外することとします。 
 

Ô ӌὡуӨķĦĵ ĤĹēῺᾒ 
 

Ӣ ѝ ẆǠȒӢḢ  ρ  

Ū› ǵ ᷂

ḢǓ ὑǜȓǭ

ǋȒḹ  

Ʀ› ᷂Ḣ 
ĦӾ ȋר ṑș ӓǜǢȒǑ
ǤȓǓȋȋẉǋ›ḹƲӾ
ǵ ы ǵ Ǔȋȋẉǋ
ǱǰǓ ᷂ǠȒ֯  ר

Ʀ › ᷂Ḣ 

ū ṑȋ

ǵͪЋǓⱳ Ǳ

ḹ  

Ʀ Џᶸ ǵ ѩ᷂Ḣ ɵӳ Џᶸ ѩ᷂Ḣ 

Ʀ ᷂Ӣ 

ɵʴẔ ᷂Ӣ 
ɵӳ ᷂Ӣ 
ɵᾛῪḜ ᷂Ӣ 
ɵ ᷂Ӣ 

Ʀֲ  ҷӢḢ׀
ɵֲ ᾛῪḜ  
ɵֲ ҷӳ׀ Џᶸ 

 

GÕH⁵ᶅěὝ┤ĦĵēŚῺᾒ 

将来的に人口が減少することを考えると、現時点で人口集積が不十分な場所に新たに

居住を誘導することは、市街地の人口密度を低下させる懸念があります。 

このため、平成 27（2015）年国勢調査で人口が集積しているとされる人口集中地区（Ｄ

ＩＤ）に含まれる場所に街なか居住区域を設定することします。 

ただし、表３に掲げる場所については、今後も人口を集積していくことが妥当である

と考えられることから、人口集中地区に含まれない場所でも区域に含むこととします。 
 

 ⁵ᶅὝ ֜ ѝ ĹēῺḀĶő ῨķĨŚῺᾒ 
 

Ū ǲ ⁸Ḩ

Ǔ ρǜȓƲ Ẻ

Ǳᾱ̮ ṑǓ Ǫ

ǭǋȒḹ  

Ʀ˲֥ ș͝ ǠȒʣǮ ǦǱ ⁸Ḩ

ρ ǵⱳ  Ṷ̌ǋƳר

Ʀ ẺǱᾱ̮ ṑǓ ͪǜȓǭǑȑƲᾱ̮᷂

ǯǞǭǵϮ̬רș ǞǭǋȒƳ 

ɵ ɉɣɶȽȤɱǵ

ʝ  

ɵ ɧȢɓɏɶȭǵ

ʝ  

ū ǲ ᷂ǞǭǋȒ

⁸ ș╠ǔ

ǔ Ǟǭǋǖⱳ

Ǔר ǋḹ  

Ʀ ș ǏȒ ǵ ǲׄǘǭǶק ǲ

˲֥ǵ șᶫȒǚǯǓ ȅǞǋƳ 

Ʀʝὑǵ ѫ͛רǓ ͪ ǜȓȒǚǯ

ȉ ♅ǮǔȒǚǯǒȐᾱ̮᷂ǯǞǭǵϮ̬

șר ǞǭǋȒƳ 

ɵɗȢȵȠ ɠɶɩↄ

ק  

Ŭ ǒȐӭ♄

800m ǵ ᶪ 

Ʀ ǶɎȷ ǯ Ǟǭᾓ ǲȉȳɶɑ

ȷǓ ǜȓȒ ὕרǓ ǖƲȅǦƲⅎḢ

Ǳ Ҳǵѫ͛רȉ ǋǱǰƲᾱ̮᷂ǯǞ

ǭǵϮ̬רș ǞǭǋȒƳ 

ɵ ǑȏǺ

ǒȐӭ♄ 800m  

  



- 21-  

GÖHṉϓƬŻűĽ ēῺᾒ 

近年、異常気象の影響により、水災害の頻発・激甚化が懸念されています。市民が安

心・安全に暮らせるまちづくりを進めるために、次に掲げる区域等のハザード情報につ

いて分析を行い、発生頻度や被害想定を勘案し、災害リスクの低い場所に街なか居住区

域を設定します。 

 

ɋ Ḵṉϓᴃξ֜˞= Ḵṉϓ ᴃξ֜˞ 

土砂災害特別警戒区域は、都市計画運用指針において「原則として、居住誘導区域

（街なか居住区域）に含まないこととすべき」とされており、土砂災害警戒区域につ

いては「総合的に勘案し、居住を誘導することが適当でないと判断される場合は、原

則として、居住誘導区域（街なか居住区域）に含まないこととすべきである。」とされ

ております。本市では東日本大震災など過去の災害も踏まえ、市民の安全のために、

土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域全域を街なか居住区域から除外することと

します。 

 

Ɍ  ₣Ⱶ ֜˞  

阿武隈川の洪水氾濫に伴う浸水区域については、想定される最大降雨量を 328mm/２

日として算定され、令和２年３月に公表されました。また、谷津田川、堀川について

も同程度の降雨量を設定した場合、市内の浸水区域が広がらないことを確認していま

す。 

 

浸水想定区域は、都市計画運用指針において、①の土砂災害特別警戒区域同様「原

則として、居住誘導区域（街なか居住区域）に含まないこととすべきである。」とされ

ております。一方で、浸水深により災害リスクが大きく異なることから、浸水想定区

域であることをもって一括で除外はせずに、家屋に留まることが危険となる床上浸水

のおそれがある 50cm以上の浸水想定区域及び家屋倒壊等氾濫想定区域を街なか居住

区域から除外します。 
 

ₑ  ṉϓ ᷈ ˞ 
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Ù-Ô ϚĹĚӌὡ֜˞Ľ ˅ 

街なか居住区域は、住宅地としての一体性を考慮しながら、用途地域が指定されている

区域のうち「街なか居住区域の設定の基本的な考え方」に合致する区域を基本とした図  

１３に示す約 615haの範囲とします。 

 

 
ₑ  ϚĹĚӌὡ֜˞Ľ ˅ 
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Ú. ẬѾ ęŗłӌὡš ĨŚĮŐĽẴṭ 
Ú-Ó ẴṭĽѯ Ĺᶳė  

これまで人口増加や市街地の拡大を前提に、都市計画法に基づく土地利用の規制等によ

って住宅や都市機能の立地をコントロールしてきましたが、人口減少社会によってその前

提が大きく変化しています。 

このため、これからのまちづくりは、土地利用の規制等だけではなく、都市を「マネジ

メント」するという新たな視点をもって取り組みを進めていく必要があります。 

具体的には、住民や企業の活動等にこれまで以上に着目し、都市機能を誘導するための

施策として、公共施設の整備や民間事業者による誘導施設の整備促進を、居住を誘導する

ための施策として、住宅取得に対する支援や中古住宅の流通促進、建築物の建築等に対す

る規制の緩和などを推進することにより、都市機能や居住の誘導を促進することが考えら

れます。 

また、これらの施策を推進するにあたっては、都市全体の観点から公共施設の再編や医

療・福祉、中心市街地活性化、空き家対策の推進等まちづくりに関わる様々な施策との整

合や相乗効果等について考慮しつつ、低未利用土地の有効活用を基本に、市街地の新陳代

謝を促すことも重要です。 

 
ₑ  ẴṭĽᶳė  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

⁸  

ᾚ  

ƨЏВ ǵ ρ  

ƨ ˗ ǲȏȒƼ ᾚ ƽǵ

ρ ǵ͝  

ᾱ̮  

ᾚ  

ƨ̮ὁǵ֝♬ ǲᾍǠȒ  

ƨ̭ ѫ ᶽ᷂ ǵѫ ǵ͝  

ƨ ẺǱ ⁸ ṑǵ ρ 
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Ú-Õ ӌὡš ĨŚĮŐĽẴṭ 

街なか居住区域に人を誘導するためには、進学や就職などにより故郷を離れた方や、市

外からの移住者などを積極的に呼び込む必要があります。 

このため、住宅を取得しようとする者や賃貸住宅に居住しようとする者に対する支援、

中古住宅の流通促進のほか、低未利用土地等の流動化を図ることにより、街なか居住区域

内の人口密度を維持します。 

 

ɋ ὡ Ἠ ằ  ̻

̮ὁ ֝♬ ᾍ  

ǵ  
˲֥ṔқǲǫǱǓȒ ẆǒȐǵ ̮ȋ ỵʫₑɵἧ ǭʫₑǲᾍǠȒ̮ὁ

ǵ֝♬ ǲ ǠȒ ǵʝ ș ҞǞȅǠƳ 

ὕ ʺ̱ ⁸Ʋ Ῥ  

ὕ  
 

š̮ὁ֝♬ ˗ Ţ 
 

 Ẇ֕Ƕ⁸ẆǒȐ⁸Кǿ ̮ǠȒǦȈǲ̮ὁș

֝♬ǞǦ ǱǰǲᾍǞǭƲ̮ὁ֝♬ ǵʝ ș

ҞƳ 

Ħ Ǳǒᾱ̮ӢḢǿǵ ̮ǲᾍǞ Ҟ șқ Ƴ 

                   

 

š ỵὤ↨ɵἧ ǭʫₑꜘ ˗ Ţ 
 

  Ǳǒᾱ̮ӢḢǿǵᾱ̮ș͝ ǠȒǦȈƲ  

ʴⱲ⁸ ᷂Кǵ ̮ὁǲᾱ̮ǠȒἧ  

ǭʫₑǵὤ ǵʝ ș ҞƳ 

 

 

ὤ Ѱ↓ ʴ֦̮ὁ ͝  

ǵ  
ǔὤɎɱȭǿǵ ȋɨɓȧɶɞǲ ǠȒ ǵʝ Ҟ ǲȏȑʴ֦

̮ὁǵ ș͝ ǞȅǠƳ 

ὕ ʺ̱ Ῥ Ʋ ⁸Ʋ  

ὕ  

š ǔὤǲ ǠȒ Ѱ↓Ţ 
 

ɵ ǔὤǵ ǯѫ ɵ₁ ș̎˺ǠȒ ǔὤɎ

ɱȭǲȏȑ ș͝ Ƴ 

ɵ ǔὤɎɱȭǲ ǜȓǦ ǔὤǵ ʹ ȋ ̱ ǵ

ʝ ș ҞƳ 
 

š ǔὤ̮Ȇ Ǐ Ţ 
 

ɵ⁸ʴ ǲǑǋǭ ǔὤɎɱȭǯ ǞǦʴ֦̮

ὁǿǵ̮Ȇ ǏǲȏȒ ș Ƴ 
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Ú-Ö Ἶ ˞š‪ӸĨŚĮŐĽẴṭ 

都市機能および居住の基本的な考え方として、周辺地域においては、農業を中心とする

地域コミュニティを大切にし、豊かな自然を活かした地域づくりを進めます。 

 

ᶫ  

ǵ  

ẎșᶫȒ ȋ ᾦ ₁ ǿǵ ǲȏȑ ǋ ʥ ǵ

șᶫȑȅǠƳ 

ȅǦƲ ǵׄʣȋ ҧ ӓǲ ǠȒ ᶅ֗ǺɫɚɁɆ

ǵᾚЊǲᾍǠȒ ș ǟƲ ǵ⅝ʣǙșᶫȑȅǠƳ 
 

ὕ   
 

š ᵣȠȩɅɝɶ ˗ Ţ 
 

 șᾍ ǯǞǦ ↔ș σǞƲ ǙȒ ᵣș ǲǫǘǭȉȐǍǚǯǲȏȑƲ

Ḩ℅ ǮǉȒ ǵ⅝ʣǙșᶫȑȅǠƳ 
  

šɅȡȷȩɎɨɶ ˗ Ţ 

 ǋ ʥ ș ǠȒǦȈƲ ᾦ ǵᾦ Ȣɟɶȶșǫǒȇ ̝ș᷂ḢǗȒȆǮ

ǞȅǠƳ 
 

š ǵ șǫǖȒȷɜɶɆ ˗ Ţ 

  ǵׄʣȋ ҧ ӓǲ ǠȒ ᶅ֗ǺɫɚɁɆ ǵᾚЊș ǞȅǠƳ 

 

ὄⱲ  

ǵ  
ὤ ș ǦǱǋ ǵ Ҳș ǞȅǠƳ 

ȅǦƲӣ ǵ ͪȋ Ҳ ṸǲȏȒ ǋ ȳɛɶɆǱǰǲȏȑ ǵ

Ǳ ș ǏȅǠƳ 

ὕ ʺ̱ ⁸ 
 

ὕ   
 

š᷂ḢК Ҳ ˗ Ţ 

Ё șǑ ǨǮǱǋ ֗Ǻ Ǔǋ ǵ ₡ ǵ Ҳ ș ǞȅǠƳ 
 

š˔ ḌˆֻȽȭȵɶὕ ὕ ˗ Ţ 

ɵẎͬɵ ᷂ḢǮƲɅɜɱɇ ╛ǲȏȒˆֻȽȭȵɶș ǲ ǞȅǠƳ 
  

šӣ ˗ Ţ 

  ӣ ̱Ѱș ͪǠȒǦȈƲ ȋӣ ș ǞȅǠƳ 
 

š ὃȑ ˗ Ţ 

 Ҳ ṸǲȏȑƲ᷂Ḣǵ ș ὃȑǱǓȐ ǵ ǋ șȳɛɶɆǞȅǠƳ 
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̮ ὑ̮ ͝  

ǵ  

ș ǟǦ Ḹ ͬȋƲ ̮₁ ǵ֞ǘЊṟ̑ѰǬǖȑǱǰƲ ̮

ǞȋǠǋ ṑș ρǞȅǠƳ 

ȅǦƲ ̮ɵὑ̮˲֥ǵṔқșᶫȒǦȈƲ╠Ǫ Ǟȋ̮ὁ֝♬Ǳǰ ̮

ǲⱳ Ǳ ș ǋȅǠƳ 

ὕ ʺ̱ ⁸ 
 

ὕ   
 

šǞȐǒȖ ̮ Ҙ ͬ˗ Ţ 

 ⁸ǵ Ҙș ͬǠȒǦȈƲȢɱɓɩȦɱȳɶǓ ⁸ǲᾱ̮ǞƲ ̸ ș ǟǦ᷂Ḣǯǵ˧

ȋ Ͻ᷂ ˺ǱǰƲ ȐǞǵ ἧș Ǯ ͬǞȅǠƳ 
  

š ̮ɵὑ̮͝ ˗ Ţ 

̮₁ ǵ֞ǘЊṟ̑ѰǬǖȑȋ ǵǦȈǵ Ḹ ͬƲ̮ὁǵ֝♬ȋ╠Ǫ Ǟ ǵ

ҞǱǰǲȏȑ ̮ɵὑ̮˲֥ǵṔқșᶫȑȅǠƳ 
 

š ǭƼǞȐǒȖƽ̮ὁ֝♬ ˗ Ţ 

 ̮ɵὑ̮ș͝ ǠȒǦȈƲ Ẇɵ⁸ẆǒȐǵ ̮ʫₑǲᾍǞǭƲ̮ὁ֝♬ǲ ǠȒ ǵ

ʝ ș ǞȅǠƳ 
 

š ǔὤᾍ ˗ Ţ 

ǔὤȋ̮ὁǵ ׄǘǲ ǔὤɨȷȭ ǵȹɝɈɶș σǠȒǯǯȉǲƲ ǔὤ ʹǲ

ǠȒ ǵʝ ș ǞȅǠƳ 

 

 

周辺地域においては、地域コミュニティの存立に必要な都市機能として、表４に掲げる

施設を位置づけるものとします。 

 

 
Ö ӌὡуӨ˓ổẴ╚ 

 
 ǵ  

ӣ  ǒǒȑǫǘ Ʋ ӣ 

ᵀ  ᾛ ᾛṸↄ ƲȱɱɑɉƲȷɶɏɶƲəɶɞȹɱȽɶƲɇɧɁȮȷɆȠǱǰ 

 ͪ Ʋ ὑǚǰȉᶸƲЃ ȭɧɔƲɅȢȳɶɑȷȹɱȽɶǱǰ 

ӓ  ᷂ӢЏ Ʋȷɛɶɂ Ǳǰ 

 ⁸☻ ⅍ Ʋ ȹɱȽɶƲ ͛ᾯ 
 

 Ẵ╚ ὡ ´ Ẵ╚҉ ϧ ˞ • ˞ ѝ
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Û. Ľ $ш ĽẰ⁯ 
ẬϚ ֩ · + ϴ ᷈ ͻ ˓ổ

פֿ Ậ ͻ ʸ ᶿϑ Ậϑ ὡ Ҿ Ằ

 

ẬѾ ӌὡ ẬϚ Ḛ ╕ ш

ῲ ᴪ ᵺи Ὕ ֜Ϊḽ Ἠ ♯

ˢ ͯ ⁮  

ѕ Ἠ˰ ˇ ᾒ ἐ Ѵ ἐ ↔

ᶺ↓ ┤Ԇ ї Ἠ˰ Љ↑ͯ ₑ ᶳ  

◗ Ậӏ ˞֜→כ Ϛ ӌὡ֜˞ ỗ Ằ⁯ ѯ

ᾒ ἐ Ἶ ὡ ᶂ ҷ ∆ ш אָ  

ῺḀ Ậ ᾒ ἐ ͒

ш ї ῾ Ӝ Ằ ᾝᵈ כֿ ̻ᾝ ᶺ  

 

GÓH Ằ⁯ 

都市のスポンジ化を抑制し、住宅や都市機能の適正な立地を図るため、区域内の低未

利用土地について下記の指針に基づいて有効利用を推奨します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⁮אָ ͒ ↔ Ḁ ₑ

Ẵ╚ ↔ ₢ᾯ  

ι ᶺ֩ѕ ᶓῺ Ậӏ ˞֜→כ ἐ Ṗἐ

⁮אָ Ѳ ֜˞ ⁵ Ṗ ε уӨ ỉ Ẵ╚ ↔

₢ᾯ  

⁸ ◐ ӢḢК ̭ ѫ ᶽ᷂ ѫ ͝  

⁮אָ ͒ ↔ Ḁ ₑ

֜˞ ӌὡἐ ´−Љ ằ Ẵ╚ ‫ ὡ ↔

₢ᾯ  

Ѻּק ὡ ḽ− ֩ ·

ͯ ₑ ₢ᾯ  

ι ᶺ֩ѕ ᶓῺ Ϛ ӌὡ֜˞ ӌὡἐ ⁮אָ Ѳ

ᶋ ӌὡуӨ ỉ Ẵ╚ ↔ ₢ᾯ  

ᾱ̮ӢḢ ̭ ѫ ᶽ᷂ ѫ ͝  
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GÔHш Ằ⁯ 

土地の所有者等は、空き家等が管理不全な状態※にならないよう、また、管理する土地

等が周辺の良好な生活環境の保全と美化に支障を及ぼさないよう、下記の指針に基づい

て常に自らの責任において適切な管理に努める必要があります。 

なお、低未利用土地の管理に著しい支障が生じていると認められる場合は、市は土地

所有者等に対して適切な管理を行うよう行政指導を行う場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

建物の腐朽が進み、壁に亀裂が入っていたり、屋根の一部が剥がれていたりする場合

は、建築材が崩落や飛散しないよう修繕･解体･撤去など保安上適切な対策を講じます。 

また、住宅等としての再利用が可能な空き家等については、定期的な換気や適切な清

掃を行うなど、“住める状態”を維持していくための適切な管理に努めます。 

┴ ͪὄʣ ў ᾍ  

廃棄物投棄やハエやネズミなどの衛生動物等の大量発生、悪臭･異臭の原因となるおそ

れがあるため、敷地内の草木が一定以上繁茂しないよう定期的に除草や伐採･剪定を行う

など、日頃から衛生状態を保ちます。 

₡ ͪ  

定期的な除草や枯損した樹木の伐採、散乱した空き缶･吸い殻等の除去、建物に対する

毀損行為による破損個所の修理や落書きの消去、不法投棄等を予防するための適切な措

置などにより、景観や生活環境の保全と美化に努めます。 

ṑ ͪЋ ӓ ҟ  

不特定の第三者による侵入を容易に許した場合、火災や犯罪を誘発するおそれがある

ため、侵入できないよう建物の窓や扉に施錠し、破損している場合は修繕するなど防犯

上必要な対策を講じます。 

┴ ʣⱳ ᾍ  

Ħǀ ʥЋǱ ǁ ӓƲ ὡǤǵ̀ǵ˗ ǲȏȑƲ┴ ֕Ƕǚȓǲ ιǠȒ›̸ ǓΏṥǞƲ֕Ƕ
Ǥǵ Ǔ ʤǞƲ ǞǖǶ ǠȒǱǰƲͪ ὄʣӾ ǯǱȒǑǤȓǓǉȒ Ƴ ǵ Ǟǋ ֕Ƕὡ Ʋ
ɋȸɝǤǵ̀ǵ ǵ Ǟǋ ǲȏȑƲ ʣ ὡǯǱȒǑǤȓ֕Ƕ ș ǱǍǑǤȓǓǉȒ Ƴʥ
ὑǵ ǵ͙Њșὦ ǲ ǞƲ ֕Ƕ Ǔ ǜȓȒǑǤȓǓǉȒ ƳǱǰ 
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10. ẬĽ ṉĺїĨŚѾ Ľϯ ĺїĨŚẰ⁯ 
10-Ó ṉẰ⁯Ľᶳė  

֕ Ὕ Ḅ˿ Ḵṉϓ ỡ◦ṉϓ ᴍ₀ͯ Ậ ṉ

Ӫͯ ₑ ҧԜ Ξ  

Ậ → 10(1998) Ḅ˿ Ῐ 27 ṉϓ ⁴ṉ

ᴽ ỡ◦ṉϓ ꞈỗ ḚᵭҌ ṉϓ ṉ

ϓ ṉ ᵂṉ Ἠ♯ ⁯ ʼ ṉϓ ε ֥ ṭ

Ҿ  

 Ӳ ∆ͯᴁΪ⅝ ҉ Ậḽ− ♄ π∆

ỡộ ṭ ∆ͯᴁΪ ὡ Ẵ╚ ҷ

ₑ Ậ ṉ ї Ѿ ϯ ї Ằ⁯ ˀͮ ṉẰ⁯ ї

Ỏ᷆ Ҋṓ Ậ ṉ ї Ѿ ϯ ₑ  

Ậӏ ˞֜→כ Ϛ ӌὡ֜˞ ṉϓ Ỏ◗ ʤ ϛ֜˞ ʸ

☺↑ ϯ ṉ Ḿ Ὣ ṉ ᵂ

ṉ ṭ Ἠ ♯ ᴁΪ ṉẰ⁯  

 

ₑ  ṉ ṭ ↑ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ẏ ὡ ʦ ὡ ӓ  

 

֝  

˹♥ ǚȑǍȒ ὡǲρǏƲ

⁸Кֺ ǵ ὡɨȷȭș ȅǏ

Ǧ ɵ ǵ֝ ș

ǞƲǤȓǥȓǵ ǲᾍꜘǞǦ

ᾍ ș ǠȒƳ 

ὡ  

̮ὁȋ ⁸ ǵ ᷂ǵ

ӓǲǶƲ ⁸ ◐ ӢḢ

ȋ Ǳǒᾱ̮ӢḢǵ ὡɨȷ

ȭǵ ȋὄЋרǓ ͪǜȓ

Ȓⱳ ǓǉȒƳ 

̮ὁ ⁸ ᷂ ӓ ᶫ ᷂ ӓ

ὑ ὡ ▌ ⁸ ◐ ׄ ֝  
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ךּףּ
צּ ךּ צּ ḭצּ צּ
אל ךּ טּ Ḯ

ךּ ḭ
טּצּ Ḯ

טּצּ ḭצּ
ểỄצּ ךּ Ḯ

טּצּ ḭצּ
ểỄצּ ךּ Ḯ

ṇ IC

טּצּ ḭצּ
Ỉצּ ךּ Ḯ

צּ צּ Ḯ

ểệỂ
︡

10-Ô ṉϓƬŻű ┘ķΞ Ľ ὶ 

Ậ − ṉϓ ᶥ₣ Ḵṉϓ ṉϓ

Ḋ ᴱ Ậ ṥ→ ῾ Ϛ ӌὡ֜˞ ṉϓ

┘ Ξ ὶ  

 

ₑ  ṉϓ ┘ Ξ ὶ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※河川の降雨量については、街なか居住区域を設定した際と同じ数値を用いた。 
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10-Õ ṉ$ᵂṉĽἨ♯ ⁯ 

街なか居住区域の防災まちづくりの取組方針は以下のとおりです。 

 

図１７ 街なか居住区域における防災・減災の取組方針 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 なお、市全域の防災まちづくりの取組方針は以下のとおりです。 

・河川内の堆積土砂の撤去による氾濫対策 

・防災重点ため池の堆積土砂撤去 

・土のうステーションの設置 

・冠水する道路の事前交通規制の検討 

・土砂災害警戒区域については、危険区域の現地表示による啓発 

・総合防災マップの作製及び全戸配布 

・防災ラジオ(戸別受信機)の普及 

・自主防災組織の設置促進と人材育成 

 

  

ךּ ḭ
￼ḭ ︣ Ḯ

ךּ ḭ
￼ḭ

︣ Ḯ

50cm
￼ḭ ︣
אל טּ ︣ Ḯ

50cm
￼ḭ ︣
אל טּ ︣ Ḯ

ṇ IC

50cm
￼ḭ ︣
אל טּ ︣

Ḯ ḭ ḭ
︣ Ḯ

פּ ︡ ḭצּךּ

Ḯ ḭ
︣ Ḯ

ἲ

ἲ

ἲ

ἲ

ἲ

ἲ
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10-Ö Ἠ♯ ķŻųźƧ:ƭ 

取組の方針に基づく取組内容とスケジュールを次のとおりに設定します。 

 

 Ἠ♯  
 

種類 取り組み内容 

実施時期 

短期 

( 5年)  

中期 

( 10年)  

長期 

(20 年)  

低減 河川内の堆積土砂の撤去による氾濫対策 
 

  

低減 
防災重点ため池等の堆積土砂撤去の推進によ

る雨水貯留機能の向上 

 
  

回避 防災ラジオ(戸別受信機)の普及 
 

  

回避 
総合防災マップの作成及び全戸配布 

（情報更新） 

 
  

回避 自主防災組織の設置促進と人材育成 
 

  

回避 防災出前講座を実施し、住民の防災意識の向上 
 

  

低減 浸水想定区域内道路の事前交通規制の検討 
 

  

低減 土のうステーションの設置 
 

  

回避 届出・勧告による立地誘導 
 

  

回避 避難計画の強化    

低減 
大規模盛土造成地における継続的な安全性把

握の仕組みの構築及び必要に応じた対策 
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11. ᴁΪĽ ͻ  
11-Ó ͻẰ Ľ╚  

立地適正化計画に基づいた取り組みを進めることによる“直接的な効果”を把握するた

めの「目標指標」、取り組みによる“期待される効果”を踏まえた計画の達成状況を評価す

るための「評価指標」を下記の通り設定します。 
 

ₑ  ͻẰ ╚  
 

 

 

 
 

  

Ǆ ⁸ ɵᾱ̮ǵ ᾚǲׄǘǦḨ Ǳ Ǐ ǯ ǅ 

ὄЋɵὄⱲǲ ǋǭ ȐǢȒȱɱɏȭɆǱ ⁸Ǭǖȑ 

⁸  ᾱ ̮ 

Ƽ ƽ
ȦɨȠǲǑǋ
ǭ ǲ ᷂Ǡ
Ȓ ⁸ ș

ǠȒƳ 

ǦǱ ᷂Ƕ
Ƽ ƽ
ȦɨȠǤȓǥ
ȓǵ ꜘǲר
ǟ ᾚǠȒƳ 

Ʒ ⁸ ◐ ӢḢǲǑǋǭǶ ⅎǋ
ᶪ ⁸ḢɵᶷḢ ǵ̮ șᾍ ǯǠȒ
ɪɗɩǱ ⁸ ǵ ᷂ș  

ʴⱲ᷂Ḣȋק ᷂Ḣ
ǵʝὑȦɨȠǲǑǘ
Ȓ̮ ǵ ș Ǐ
Ȓ ᾛ Ǳ
⁸ ș ǠȒƳ 

ɵ ǲȏȒὄЋɵ
ὄⱲǱȅǨǬǖȑș Ȉ
⁸ Ǔ ǠȒȦɨ
ȠǯǤǵק ǵ˲֥Ὥ↓
ș ǠȒƳ 

Ʒ ȅǨǬǖȑș ǞƲὄЋרș ͪ
ǠȒǯǯȉǲƲȢɱȹɱɄȡɔǲȏȑ
Ǳǒᾱ̮ӢḢǿǵᾱ̮ ᾚș͝  

 
 ⁸ ◐ ӢḢКǵ 

ᾚ ǵ ᷂  

 
Ǳǒᾱ̮ӢḢКǵ˲֥Ὥ↓ 

 

Ǆ ♅ǜȓȒҧ ǯ ͔ ǅ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ʒ˧ ǵ ǮǉȒ
Ƕ⁸ḢɵᶷḢֺ ǒȐ
ЏВ˧ ǮȠȭȹȷǞȋ
Ǡǋḹ ǲ ᷂ǞǭǋȒ
ǚǯǒȐƲק ǲ ⁸
◐ ӢḢș ὑǠȒǚ
ǯǲȏȑЏВ˧ ǵѫ͛
Ǔר ȅȑȅǠƳ 

Ʒ ⁸ ◐ ӢḢǲ ⁸
Ǔ ʴǠȒǚǯǲȏ

ȑ Ҳ ǯǞǭЏВ˧
Ǔ Ǎ☻ҊǓ▌ǖǱȑ
ȅǠƳ 
Ʒ ⁸ ǵѫ ǓṔқ
ǠȒǚǯǲȏȑ ⁸
ǵ ǲǫǱǓȑȅǠƳ 

 

Ʒ⁸Кǵ ὡɨȷȭșѝ
ɵЏ ǠȒǚǯǲȏȑ
⁸ ǵ ǵ ȅȑ
Ǔ ♅ǜȓȅǠƳ 
Ʒ ȅǨǬǖȑǵ ǲ
ȏȑ ὡɨȷȭǵᾜǱǋ
᷂Ḣǿǵ Ǔ͝ ǜȓ
ȅǠƳ 

 

͔  
ǵѫ  

 

͔  
ɪɗɩǱ ⁸  

ǵѫ  

͔  
 ɧȶȨǵ ʦ̏  
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計画の達成状況を評価するための数値指標の定義、および、現況値・目標値は以下の通

りです。 
 

Ø Ằ Ľ ҞķᵅӲ  
 

Ӣ

ѝ 
 ǵὑ  

Ι 

Ḩ ₴  

Ι 

R12  

2030  

R22  

2040  

 

Ū ⁸ ◐
ӢḢКǵ ᾚ

ǵ ᷂  

⁸ ◐ Ӣ
ḢКǲǑǘȒƼ
ᾚ ƽĦ ǵ ᷂

 

26  
R2  

26  26  

ū Ǳǒᾱ̮Ӣ
ḢКǵ˲֥Ὥ
↓ 

Ǳǒᾱ̮ӢḢ
Кǵ˲֥Ὥ↓ 

39.4 ˲/ha  
H27 Ħ  

40 ˲/ha  40 ˲/ha   

͔

 

Ū ǵѫ
 

֗Ǻ
ǲǑǘȒ

ǉǦȑǵˆ
Ħ  

3,615 ˲ 
R1  

Ħ 615 ˲ 
Ħ 2,995 ˲ 

3,600 ˲ 3,600 ˲ 

ū ɪɗɩǱ
⁸ ǵѫ

 

⁸ ᶫ
ȑǽȐȚ ǵ₴
Њ Ħ  

282,883 ˲ 
R1  

280,000 ˲ 280,000 ˲ 

Ŭ ɧȶȨǵ
ʦ̏  

ɧȶȨǵ
ʦ̏  

7,309 ְ 
R2  

12,700 ְ 15,200 ְ 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ħ ᵀ ɗȢȵȠ ɠɶɩↄƲɟȪȷɄɶȶ ֗Ǻ ȦɨȠƲɦɶȭɗ

ɉɜɩɟȪȷɄɶȶↄƲȯɶȸɅɱȫ ↄƲəɶɞȹɱȽɶȩɱȹȫ ↄƲɦɶȭȽ

Ȥɱ ƲȱɶɕǼǖǞȅẏ ↄ 

ӳͪβ ˗ҵ Ʋ ӳͪβ  

˧ ȱɝɋȷƲȑǽȐȚƲɜȢȽȤɱ  

⁸☻ Ʋ ᾛῪḜֻֿ⅍ Ʋ ȹɱȽɶƲ ₴

˗ҵ Ʋ Ῥ᷂ Ѩ Ʋ ҥϐḨ Ʋ ͬ ↕ ↄƲ

ↄƲ₡ ↄƲẎ ↄƲ Ῥ ↄƲ Ῥ ᵀ›ͬ ֻ

ↄƲ ͛ᾯ 

Ħ  ₳ ₴ᶮһ ǲȏȒ 

Ħ  Ƽֺ ǵˆ ˲ ƽǲǑǘȒ ₳᷈ˆ  

Ħ  ⁸ ᶫ Ƽᶫ ƽǲǑǘȒЊ  

 



- 38-  

11-Ô ᴁΪĽ ͻ  

本計画は 20年後の令和 22（2040）年を目標年次としますが、概ね 5年を 1 サイクルと

して、計画に基づく誘導施策の実施状況の確認や目標指標･評価指標の達成状況の評価･分

析を行った上で改善を図る「PDCAサイクル」を繰り返すことで、計画の目標を実現してい

くことを目指します。 

また、計画の進捗状況を評価した上で、社会経済情勢や上位･関連計画の見直し、法律や

制度などの改正などを踏まえて、本計画の見直しや関連する都市計画の見直しを実施する

など、柔軟かつ効果的な運用を行います。 

当初計画策定時点では検討段階となっている誘導施策については、引き続き具体的な施

策内容などの検討を進め、随時見直しを行い計画に反映させます。 

評価結果については、都市計画に関する専門性･中立性を有する「白河市都市計画審議会」

に報告し、意見を踏まえながら施策の充実･強化などの改善策を検討します。 

 
ₑ  SPDCAŷŦűƭTĺѯĴĞ ͻ π◘ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Plan  

ὓᵊϬ ӛΰϘβ 

Do  
ὓᵊτ ΜⱧỘʾ
☼├Ϭם☼ΰϘβ 

Check  
ὓᵊχ ệσ
ςϬ ᴣΰϘβ 

A ction  
ᴣὫᴮϬ ϘΠ

οᵠ Ϭ“ΜϘβ 
⁸ ᾃ ̝ 

D

C

A

P
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なお、都市を取り巻く状況に以下に示すような大きな変化が生じた場合には、5年を 1サ

イクルとした評価･改善に関わらず、随時計画の見直しを検討します。 

 

GÓHᶀӡᵺ Ľש ĜĹ ͯ 

新たな移動サービスの導入などにより、公共交通の体系が大きく変化する場合には、

必要に応じて計画の見直しを検討することとします。 

 

GÔH ˞ Ľ ẬᴁΪĽᴳ Ħ 

都市基盤整備の進捗などにともなって、用途地域等の都市計画の見直しが必要になっ

た場合には、上位計画である「県南都市計画区域マスタープラン」や「白河市都市計画

マスタープラン」との整合にも留意しつつ、計画の見直しを検討することとします。 

 

GÕHἾ ĶĽוֹ ∆ͯᴁΪĽṭ  

周辺町村、特に本市に隣接する町村において、立地適正化計画の検討が行われる際に

は、広域的な立地適正化の視点なども踏まえつつ、計画の見直しを検討することとしま

す。 

 

GÖHĬĽֿכ 

新たな災害リスクが明らかになった場合や、計画策定段階では想定していなかった施

設の整備等の動きが生じた場合には、必要に応じて計画の見直しを検討することとしま

す。 
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12. ὶ⅝  
12-Ó ὶ⅝ Ľϖ  

「都市拠点形成区域」や「街なか居住区域」の区域外で以下の行為を行う際には、これ

らの行為に着手する 30日前までに、都市再生特別措置法に基づく届出が必要になります。 

また、「都市拠点形成区域」内に既に立地している「誘導施設」（Ｐ38※１参照）を休止ま

たは廃止しようとする場合についても、同様に 30日前までの届出が必要です。 

なお、立地適正化計画区域（都市計画区域）の外側で行う行為については、立地適正化

計画に係る届出の必要はありません。 

 

届出の対象となる行為は以下の通りです。 

⁸ ◐
ӢḢẆ 

下記の開発･建築行為等を行

う区域･敷地の全部または一部

が都市拠点形成区域外にある

場合は、届出の対象となりま

す。 
 

 
ƦƼ ᾚ ƽș ǠȒ┴
ǵ┴ ș ǯǠȒ  

 
┴  
ŪƼ ᾚ ƽș ǠȒ┴
ș ǠȒḹֻ 

ū┴ ș ǞƲȅǦǶ┴
ǵ șẀ ǞǭƼ ᾚ
ƽș ǠȒ┴ ǯǠȒḹ

ֻ 

ᾱ̮
ӢḢẆ 

下記の開発･建築行為を行う

区域･敷地の全部または一部が

街なか居住区域外にある場合

は、届出の対象となります。 
 

 
Ū3 ̊ʣǵ̮ὁǵ┴ ș
ǯǠȒ  

ū1 ȅǦǶ2 ǵ̮ὁǵ┴
ș ǯǠȒ ǮƲǤ
ǵ Ǔ 1,000 ʚ̊ʣǵȉ
ǵ 

 
┴  
Ū3 ̊ʣǵ̮ὁș ǠȒḹ
ֻ 

ū┴ ș ǞƲȅǦǶ┴
ǵ șẀ Ǟǭ3 ̊ʣ

ǵ̮ὁǯǠȒḹֻ 

⁸ ◐
ӢḢК 

都市拠点形成区域内に立地

する「誘導施設」を休止または

廃止する場合は、届出の対象と

なります。 

  

⁸ Ḣ
Ħ ᷂ ӓ ӢḢ ⁸ Ӣ

Ḣ ǵẆǮǵ Ƕᾴїǵᾍ Ẇ

᷂ ӓ ӢḢ

⁸ ӢḢ

ᾱ̮ӢḢ
᷂ ӓ Ѱ↓ʣ ᾱ

̮ ᾚӢḢ

⁸ ◐ ӢḢ
᷂ ӓ Ѱ↓ʣ

⁸ ᾚӢḢ

Ħǀ ǁ┴ ǵ┴ ȅǦǶ ὑ›̸ ǵ┴ ǵ ǲ͑ǠȒ Ǯ Ǎᶽ᷂ǵӢ ◐ ǵẀ șǋǍƳ 
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12-Ô ὶ Ủҷł ᾙ  

届出の際には､それぞれ以下の様式による届出書および添付資料を提出する必要があり

ます｡ 

 
Ù Ậӏ ϑĶĽ˞֜→כ Ẵ╚š ĨŚᴤ Ľᴤ š ķĨŚᶺˏĺג
Ś ὶᾙ ᾙ  

 
Ӣ ѝ ᾴї  ̂  

ǵḹֻ ╛- 1  

Ʀ► ș Ǎᶽ᷂ǵӢḢ ǱȐǺǲ ► ӢḢКǑȏ

Ǻ► ӢḢǵק ǵЏВ ș ǠȒᶫ  

( ᾩ 2,500ѝǵ 1 ̊ʣ) 

Ʀᶽ᷂ѫ ᶫ( ᾩ 1,000ѝǵ 1 ̊ʣ) 

ƦǤǵ̀֓ ǯǱȒ˗ ș ǞǦᶫ  

┴ ǵḹֻ ╛- 2  

Ʀ ᷂КǲǑǘȒ┴ ǵ̬ ș ǠȒᶫ  

 ( ᾩ 500ѝǵ 1 ̊ʣ) 

Ʀ┴ ǵ 2 ̊ʣǵ ᶫǑȏǺֺ ₳ ᶫ 

 ( ᾩ 200ѝǵ 1 ̊ʣ) 

ƦǤǵ̀֓ ǯǱȒ˗ ș ǞǦᶫ  

ʣ ǵ 2 ǫǵᾴї 

КὦșẀ ǠȒḹֻ 
╛- 3  Ʀʣ ǯֿǟ 

 
Ú ϚĹĚӌὡ֜˞ϑĶĽὡ Ľᴤ š ķĨŚᶺˏĺגŚ ὶᾙ ᾙ  

 
Ӣ ѝ ᾴї  ̂  

ǵḹֻ ╛- 4  

Ʀ► ș Ǎᶽ᷂ǵӢḢ ǱȐǺǲ ► ӢḢКǑȏ

Ǻ► ӢḢǵק ǵЏВ ș ǠȒᶫ  

( ᾩ 2,500ѝǵ 1 ̊ʣ) 

Ʀᶽ᷂ѫ ᶫ( ᾩ 1,000ѝǵ 1 ̊ʣ) 

ƦǤǵ̀֓ ǯǱȒ˗ ș ǞǦᶫ  

┴ ǵḹֻ ╛- 5  

Ʀ ᷂КǲǑǘȒ┴ ǵ̬ ș ǠȒᶫ  

 ( ᾩ 500ѝǵ 1 ̊ʣ) 

Ʀ┴ ǵ 2 ̊ʣǵ ᶫǑȏǺֺ ₳ ᶫ 

 ( ᾩ 200ѝǵ 1 ̊ʣ) 

ƦǤǵ̀֓ ǯǱȒ˗ ș ǞǦᶫ  

ʣ ǵ 2 ǫǵᾴї 

КὦșẀ ǠȒḹֻ 
╛- 6  Ʀʣ ǯֿǟ 

 
Û Ậӏ ˞֜→כ Ľ Ẵ╚šҶặ ặĨŚῺḀĽ ὶᾙ ᾙ 

 
Ӣ ѝ ᾴї  ̂  

ᾚ ǵ 

̜ ȅǦǶ∕  
╛- 7  Ʒ̬ ᶫ ( ᾩ 2, 500ѝǵ 1 ↓) 
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GÓH Ậӏ ϑĶĽ˞֜→כ Ẵ╚š ĨŚᴤ Ľᴤ š

ķĨŚᶺˏĺגŚ ὶᾙ 

 

ɋ Ủ-Ó%ϋ ᶺˏ ὶᾙ 
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Ɍ Ủ-Ô%ᴤ ᶺˏ ὶᾙ 
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ɍ Ủ-Õ%ᶺˏĽ ᶟ ὶᾙ 
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GÔHϚĹĚӌὡ֜˞ϑĶĽὡ Ľᴤ š ķĨŚᶺˏĺגŚ ὶᾙ 

 

ɋ Ủ-Ö%ϋ ᶺˏ ὶᾙ 
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Ɍ Ủ-×%ᴤ ᶺˏ ὶᾙ 
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ɍ Ủ-Ø%ᶺˏĽ ᶟ ὶᾙ 
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GÕH Ậӏ ˞֜→כ Ľ Ẵ╚šҶặ$ ặĨŚῺḀĽ ὶᾙ 

 

x Ủ-Ù% Ẵ╚ĽҶ ặ ὶᾙ 



 



 

  

ΐẬ ∆ͯᴁΪ 
3(2021) 8ᴘ 

ᶺ% ΐẬ ᴤ╚  ẬᴁΪΞ 
 
〒961- 8602  福島県白河市八幡小路 7- 1 

   電 話：0248( 22) 1111（代表）  Fax：0248( 24) 1854 
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